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木村恵里加さん（ネイルサロン経営）は、
「商工青年の主張大会」で地区大会、県
大会を勝ち抜き、関東大会に出場し、女
性の社会進出の重要さを熱く華やかに
発表しました。寄居町議会は、町が推
進する「輝く女性応援プロジェクト」を
全面的に支援します。

今 号 の よ り いの 人

賛成：○　反対：×　全賛：全員賛成
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第６次寄居町総合振興計画基本構想及び前期基本計画の策定 可決
( 全賛 ) P.７ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

条例の一部改正
議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例
議員の期末手当の年間支給月数を4.2月から4.3月に改定する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

町長、副町長及び教育長の給与等に関する条例及び教育長の給
与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例
町長、副町長、教育長の期末手当の年間支給月数を4.2月から4.3月に
改定する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

寄居町職員の給与に関する条例
人事院勧告・県人事委員会勧告をふまえて、町職員の給料月額を平均
0.33％、初任給を1500円引き上げ、期末手当・勤勉手当の年間支給月
数を4.2月から4.3月に改定する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

寄居町税条例等
スイッチＯＴＣ薬（医療用から転用された一般用医薬品）の年間購入費
用のうち、１万2000円を超える額を所得控除するなど、地方税法等の
一部改正に伴うもの。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

寄居町国民健康保険税条例
所得税法等の一部改正に伴い、条例改正する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

平成28年度補正予算
一般会計（第３号）
男衾駅自由通路整備の事業完了に伴う工事負担金１億4620万円の減
額、人事異動や給与改定等に伴う人件費、事業の確定や変更等による補
正で、補正後の予算総額を116億8417万8000円とする。1.0％の減
額補正。　　　  　　　   

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

国民健康保険特別会計（第２号）
人事異動や給与改定等に伴う人件費、国庫・県支出金の概算決定による
補正で、補正後の予算総額を49億6872万3000円とする。1.9％の減
額補正。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

後期高齢者医療特別会計（第２号）
保険料201万8000円還付金の追加で、補正後の予算総額を3億3824
万3000円とする。0.6％の増額補正。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

下水道事業特別会計（第２号）
人事異動や給与改定等に伴う人件費、事業費の変更で、補正後の予算総
額を5億8506万9000円とする。0.5％の減額補正。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

農業集落排水事業特別会計（第２号） 
給与改定等に伴う人件費、事業費の変更で、補正後の予算総額を9982
万円とする。0.3％の減額補正。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

水道事業特別会計（第１号） 
人事異動や給与改定等に伴う人件費、事業費の変更で、補正後の収益的
支出は水道事業費用を8億9079万5000円、資本的支出は5億5717万
3000円とするもの。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

その他
東武東上線男衾駅東西自由通路新設及び駅舎築造工事の施行
に関する変更基本協定の締結
東武鉄道㈱と締結した基本協定書について、履行期限を平成29年3月
31日から29年1月31日へ、協定金額を1億4620万円減額して10億
9680万円に変更する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

町道路線の廃止
払い下げ申請により１件、道路改良工事に伴い８件の路線を廃止する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

町道路線の認定
払い下げ申請により２件、道路改良工事に伴い８件の路線を認定する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

地方議会議員の厚生年金制度への加入を求める意見書の提出
地方分権時代の今日、地方議会議員のなり手不足は大きな問題であり、
幅広い政治参加や地方議会における人材確保の観点から地方議会議員の
厚生年金制度加入のための法整備を求める意見書を国に提出する。

可決
( 全賛 ) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※ ○ ○

審議した議案とその結果

［※］議長は議事進行を行うため賛否表明はしません。賛否同数の場合のみ、「議長裁決」として表明します（「裁」と記載）。

 陳情が１件提出されました 
 

●1.市町村公的審議会等委員への公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協
会会員の登用に関する件、2.空家対策等の推進に関する特別措置法第７条
が定める協議会の構成員への公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会会
員の登用並びに空家・空地の利活用等に関する件、3.給水管埋設工事にお
ける承諾書の撤廃に関する件、4.農業振興地域除外及び農業振興地域内
の住宅に隣接した農地（相続や分家等で残った少なめな土地）の所有権移
転の件　埼玉県熊谷市籠原南３丁目187番地　埼玉県宅建政治連盟　埼
玉北地区　地区長　内田　茂

平成28年11月現在、建物が存在しな
い町有地は、宅地・田・畑の区分でそ

れぞれ何m2所有していますか。また、用途
地域に指定されている面積と、無指定区域
の面積をそれぞれ伺います。また、年間の
除草・伐採等の管理費を伺います。
建物の存在しない町有地は、宅地が約
３万3000m2、田が約5000m2、畑が

約8000m2です。また、用途区域内が約
２万9000m2で、用途区域の指定のない区
域が約226万m2となっています。平成27
年度の年間管理費は、約117万円です。

未利用の町有地払い下げは
田・畑・山林を除く町有地は、約116
万8000m2になります。仮に1区画

150m2の敷地に換算すると、約8000戸の
住宅が建築できる面積です。町道の払い下
げは行っていますが、未利用の町有地の払
い下げはできるのか伺います。
各種事業における代替地等を除き、現
在のところ未利用地の払い下げは行っ

ていません。今後は対象地や価格の決定、相手方の選
定方法など、町の運用基準を定めた上で、売り払いを
進めていきたいと考えています。
未利用の町有地を払い下げ、民有地になった場合
の固定資産税徴収額を伺います。
概算で、用途地域内が都市計画税も含めて約430
万円。用途地域外が約4200万円となります。

少子高齢化と都市部への人口集中により
人口が減少し、町でも空き家が増加して

います。町が実施した調査で、空き家の占め
る割合は町全体及び地区別でどうなっていま
すか。また、種類別（一般住宅、農家、商店、
事業所等）の結果を伺います。
平成25年の実態調査では、566戸の空
き家を確認しています。同年に実施され

た国の住宅・土地統計調査で住宅は１万
5250戸あり、町全体の住宅に占める空き家
の割合は約3.7％となります。各地区の割合
は、実態調査や統計調査などに基づき算出す
ると、市街地約4.4％、西部約7.1％、桜沢
約2.4％、折原約3.9％、鉢形約5.7％、男衾
約3.0％、用土約1.5％になります。調査は
住居としており、資料も一般住宅や農家の明
確な区別がなく、お答えできません。

空き家バンクの設置は
空き家有効利用の一例ですが、秩父では
空き家バンクを設置し、定住促進・人口

減少対策を講じています。この制度は、秩父
地域の１市４町などが協力し、土地・建物を売りたい・
貸したい方と、住みたい・借りたい方の橋渡しをしてい
ます。空き家バンクの設置が必要と考えますが、町の
考えを伺います。
現在、町では県の北部地域振興センターと連携を
図り、管内市町のネットワークを生かした広域的

な空き家バンク制度の導入に向けて協議を行っていま
す。早期に導入ができるよう、引き続き取り組んでい
きたいと考えています。

全会一致
原案可決

国交省　土地
総合情報ライ
ブラリー

埼玉県内
の空き家
バンク

12月定例会




